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平成２５年（国）第９３１号

平成２６年５月３０日

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、障害認定日を受給

権発生日とする国民年金法（以下「国年法」

という。）による障害基礎年金の支給を求

めるということである。

第２　再審査請求に至る経緯

本件記録によれば、以下の事実が認めら

れる。

１　請求人は、統合失調症、広汎性発達障

害（以下、これらの傷病を併せて「当

該傷病」という。）により障害の状態に

あるとして、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、障害認定日による

請求（予備的に事後重症による請求）と

して障害基礎年金の裁定を請求した。

２　厚生労働大臣は、請求人に対し、障害

認定日による請求に対して、平成○年○

月○日付で、請求の傷病（統合失調症）

による障害の状態が、障害認定日（平成

○年○月○日）において、国年法施行令

（以下「国年令」という。）別表の障害程

度（障害等級１級及び２級）に該当しな

いとして、障害認定日を受給権発生日と

する障害基礎年金を支給しない旨の処分

（以下、これを「原処分」という。）を行

い、予備的事後重症による請求に対して、

平成○年○月○日付で、裁定請求日にお

ける請求人の当該傷病による障害の状態

は、国年令別表に定める２級の程度に該

当するとして、受給権発生日を同年○月

○日として、障害等級２級の障害基礎年

金を支給する処分をした。

３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官（以下「審査官」とい

う。）に対する審査請求を経て、当審査

会に対し再審査請求をした。

第３　当審査会の判断

１　障害認定日を受給権発生日とする障害

基礎年金は ､障害認定日における障害の

状態が、国年令別表に定める程度に該当

しなければ支給されないことになってい

る。

２　本件の場合、当該傷病にかかる初診日

は、請求人が２０歳に到達する前の昭和

○年○月○日であり、障害認定日は、請

求人の２０歳到達日（平成○年○月○日）

であること、裁定請求日における請求人

の当該傷病による障害の状態が２級に該

当することについては、いずれも、当事

者間に争いがないと認められるところ、

前記第２の２記載の理由によってなされ

た原処分に対し、請求人はこれを不服と

しているのであるから、本件の問題点は、

障害認定日における請求人の当該傷病に

よる障害の状態（以下、これを「本件障

害の状態」という。）が、提出されてい

る診断書などの資料に基づいて、それが

国年令別表に定める程度（１級又は２級）

に該当すると認めることができないかど

うかである。

３　国年令別表は、障害等級２級の障害基

礎年金が支給される障害の状態を定めて

いるが、請求人の当該傷病による障害に

かかわると認められるものとして、「精

神の障害であつて、前各号と同程度（注：

日常生活が著しい制限を受けるか又は日

常生活に著しい制限を加えることを必要

とする程度のもの）以上と認められる程

度のもの」（１６号）が掲げられている。

そして、国年法上の障害の程度を認定

するためのより具体的な基準として、社

会保険庁により発出され、同庁の廃止後

は厚生労働省の発出したものとみなされ

て、引き続き効力を有するものとされて

いる「国民年金・厚生年金保険障害認定

基準」（以下「認定基準」という。）が定

められているが、障害の認定及び給付の

公平を期するための尺度として、当審査

会もこれに依拠するのが相当であると考

えるところ、認定基準「第２　障害認定

に当たっての基本的事項」の「１　障害

の程度」をみると、日常生活が著しい制
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限を受けるか又は日常生活に著しい制限

を加えることを必要とする程度とは、必

ずしも他人の助けを借りる必要はない

が、日常生活は極めて困難で、労働によ

り収入を得ることができない程度のもの

で、例えば、家庭内の極めて温和な活動

（軽食作り、下着程度の洗濯等）はでき

るが、それ以上の活動はできないもの又

は行ってはいけないもの、すなわち、病

院内の生活でいえば、活動の範囲がおお

むね病棟内に限られるものであり、家庭

内の生活でいえば、活動の範囲がおおむ

ね家屋内に限られるものであるとされ、

認定基準第３第１章第８節によれば、精

神の障害の程度は、その原因、諸症状、

治療及びその病状の経過、具体的な日常

生活状況等により、総合的に認定するも

のとし、日常生活が著しい制限を受ける

か又は日常生活に著しい制限を加えるこ

とを必要とする程度のものを２級に該当

するものと認定するとされ、精神の障害

は、「統合失調症、統合失調症型障害及

び妄想性障害」、「気分（感情）障害」、「症

状性を含む器質性精神障害」、「てんか

ん」、「知的障害」、「発達障害」に区分し、

統合失調症による障害で２級に相当する

と認められるものの一部例示として、「残

遺状態又は病状があるため人格変化、思

考障害、その他妄想・幻覚等の異常体験

があるため、日常生活が著しい制限を受

けるもの」が掲げられている。また、統

合失調症は、予後不良の場合もあり、国

年令別表に定める障害の状態に該当する

と認められるものが多いが、罹病後数年

ないし十数年の経過中に症状の好転を見

ることもあり、また、その反面急激に増

悪し、その状態を持続することもあるの

で、統合失調症として認定を行うものに

対しては、発病時からの療養及び症状の

経過を十分考慮し、日常生活能力等の判

定に当たっては、身体的機能及び精神的

機能を考慮の上、社会的な適応性の程度

によって判断するよう努めることとされ

ている。また、発達障害については、た

とえ知能指数が高くても社会行動やコ

ミュニケーション能力の障害により対人

関係や意思疎通を円滑に行うことができ

ないために日常生活に著しい制限を受け

ることに着目して認定を行い、発達障害

とその他認定の対象となる精神疾患が併

存しているときは、併合（加重）認定の

取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断

して認定し、日常生活能力等の判定に当

たっては、身体的機能及び精神的機能を

考慮の上、社会的な適応性の程度によっ

て判断するよう努めるとされ、発達障害

により障害等級２級に相当すると認めら

れるものの一部例示として、「発達障害

があり、社会性やコミュニケーション能

力が乏しく、かつ、不適応な行動がみら

れるため、日常生活への適応にあたって

援助が必要なもの」が掲げられている。

４　そうして、障害年金の裁定請求におい

て、その障害の状態がいかなるもので、

それが国年令別表の定める程度に該当す

るかどうかの認定は、受給権の発生・内

容にかかわる重大なことであるから、そ

れが客観的かつ公正・公平に行われなけ

ればならないことはいうまでもないとこ

ろである。したがって、それは、障害の

状態・程度を認定すべきものとされてい

る時期において、その傷病について直接

診断を行った医師（歯科医師を含む。以

下同じ。）ないし医療機関が診断当時に

作成した診断書、若しくは、医師ないし

医療機関が、診断が行われた当時に作成

された診療録等の客観性のあるいわゆる

医証の記載に基づいて作成した診断書、

又は、これらに準ずるものと認めること

ができるような証明力の高い資料によっ

て行わなければならないものと解するの

が相当である（以下、以上のような要件

を満たす資料を、便宜上、「障害程度認

定適格資料」という。）ところ、提出さ

れている全ての資料の中から、その作成

者及び記載内容から判断し、本件障害の

状態についての障害程度認定適格資料と

認められるものを全て挙げると、①　ａ

病院ｂ科・Ａ医師（以下「Ａ医師」という。）

作成の平成○年○月○日現症に係る平成
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○年○月○日付診断書（以下「本件診断

書」という。）、②　ｃ病院ｄ科・Ｂ医師

作成の平成○年○月○日現症に係る同日

付診断書（以下「本件請求日診断書」と

いう。）、③　ｅ病院ｂ科・Ｃ医師作成の

平成○年○月○日付受診状況等証明書、

④　ｆ病院ｂ科・Ｄ医師作成の平成○年

○月○日付受診状況等証明書、⑤　請求

人に係る精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第４５条の保健福祉手帳、及

び、⑥　審査官の照会に対するＡ医師作

成の平成○年○月○日付受診状況等回答

書及び請求人に係る平成○年○月○日か

ら平成○年○月○日までの期間について

記載されている診療録であり、これらの

他には存しないところ、これらの各資料

（以下、それぞれ「資料①」などという。）

をみると、次のとおりである。

すなわち、資料①によれば、障害の原

因となった傷病名には統合失調症が掲げ

られ、発病から現在までの病歴及び治療

の経過等は、平成○年○月○日に請求人

の母親（Ｅ）が陳述したこととして、昭

和○年○月頃、強迫症状、幻聴（「Ｆ」

と母が自分の名を呼ぶ声が学校や家で聞

こえる云々）が２か月程続いたり、昭和

○年○月ｆ大ｂ科受診し、早期発症の統

合失調症の診断で外来加療を受け、その

後、服薬調整、生活指導の目的のため平

成○年○月○日から同年○月○日まで同

大学病院に入院、ｂ科デイケア目的に

平成○年○月○日にａ病院に紹介され初

診、以後定期的に外来及びｂ科デイケア

に通うとされ、診断書作成医療機関にお

ける初診時（平成○年○月○日）所見は、

強迫観念（お母さんをすぐ下の弟にとら

れてしまうのではないか）、妄想（もう

ひとりの自分が、後ろにいて、不安とか

悪い事を思わせる）などを認め、統合失

調症と思われたとされている。平成○年

○月○日現症の障害の状態として、病状

又は状態像には、幻覚妄想状態等（幻覚、

妄想、強迫観念）があり、具体的には、

薬物療法にて、幻聴や妄想は改善されて

いるが、強迫観念は残っており、すぐ下

の弟に対しての嫌悪感を強く持ってしま

い、そのために母親離れができず、あたっ

てしまうとされ、日常生活能力の判定で

は ､適切な食事、身辺の清潔保持、金銭

管理と買い物、通院と服薬（要）、他人

との意思伝達及び対人関係、身辺の安全

保持及び危機対応、社会性はいずれも、

「（自発的かつ適正に行うことはできない

が）助言や指導があればできる」程度で、

日常生活能力の程度は、精神障害として、

「(4)･精神障害を認め、日常生活におけ

る身のまわりのことも、多くの援助が必

要である。」と判断され、障害者自立支

援法に規定する自立訓練、共同生活援助、

共同生活介護、在宅介護、その他障害福

祉サービス等の利用はなく、現症時の日

常生活活動能力及び労働能力は、母親の

援助にてかろうじて日常生活が成り立っ

ており、労働能力は低いと思われるとさ

れ、予後は不詳とされている。しかしな

がら、資料⑥によれば、Ａ医師は、本件

診断書の平成○年○月○日現症について

の記載は、当時の診療録から記載したも

のではなく、平成○年に来院した際の患

者や家族からの聴取内容を元にして、診

療録を一部参考にして記載したとしてお

り、請求人の受診については、平成○年

○月○日は請求人からの電話再診であ

り、障害認定日前後の受診として、平成

○年○月○日から平成○年○月○日ま

で、平成○年○月○日、平成○年○月○

日から同月○日まで、平成○年○月○日

である旨回答している。また、添付され

た請求人に係る平成○年○月○日から平

成○年○月○日までの診療録によれば、

障害認定日前後の状態についての記載は

一切認められず、最も近い時期である平

成○年○月○日については電話再診であ

るとされ、その内容は、「○月下旬に切

れている　悪くない。」と記載されてい

ることから、当時において内服薬が同年

○月下旬に切れているものの、状態とし

ては悪くなかったことが推察される。ま

た、平成○年○月○日の次の診察は、平

成○年○月○日であり、その記載内容は、
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請求人が母親と一緒に来院し、症状は出

ないが、平成○年○月に父親が死亡した、

人が説明すると日本語に聞こえず、言っ

ていることが理解できない、その年は３

か月働けた、父方祖父母から影響を受け

た、同月○日には、夜だけ内服薬を服用

し、家族といるとダメで、３年前に離散、

４年近く一人で居ても淋しくなく、いつ

も外を歩いている、アルバイトについて

は、人が話し出すと思考停止状態になっ

た、幼稚園の頃からゆがんだ家族だとい

うのが分かってきた、明日は障害年金の

ことで市役所などと記載されている。こ

の資料①及び資料⑥によれば、請求人は、

障害認定日当時において、ａ病院に通院

していたものの、障害認定日当時の状態

を記載した診療録はなく、本件診断書現

症日の記載は、現症日から１６年程経過

した平成○年○月○日に来院した際の請

求人及び家族の陳述をもとに記載された

ものと認めざるを得ない。そうすると、

本件障害の状態がいかなるもので、それ

が国年令別表に定める程度に該当するか

どうかについて、本件診断書に基づいて

客観的かつ公正、公平に判断することは

できないと言わざるを得ない。なお、Ａ

医師は、患者やその家族からの聴取内容

をもとにして、「診療録を一部参考にし

て記載した」と回答しているが、既に記

載しているように障害認定日当時の状態

を記録した診療録はなく、最も古い記録

は、障害認定日から５年後の平成○年○

月○日であり、次に受診したのは、１０

年後の平成○年○月であることから、診

療録のいかなる部分を参考にしたのかも

疑問であり、いずれにしても、障害認定

日当時において、日常生活能力の判定に

おける適切な食事、身辺の清潔保持、金

銭管理と買い物、通院と服薬、他人との

意思伝達及び対人関係、身辺の安全保持

及び危機対応、社会性の各項目について、

具体的にどのような状態にあったかを、

本件診断書の記載に基づいて客観的かつ

公正、公平に判断することは到底できな

い。また、資料②は、予備的事後重症に

よる請求として２級を認められた診断書

であって、裁定請求日当時の状態につい

て記載されているものであり、本資料に

よって本件障害の状態がいかなるもので

あったかを判断することはできない。資

料③は、当時の診療録より記載したもの

であり、請求人は、統合失調症のために、

平成○年○月○日から平成○年○月○日

までの期間、ｅ病院に受診していたこと

が認められるものの、それから４年後に

相当する障害認定日当時における本件障

害の状態については、判断することがで

きない。資料④によれば、当時の診療録

より記載したものとされ、請求人は、発

達障害のために、平成○年○月○日にｆ

病院を受診したことが認められるが、本

資料によって、請求人の障害認定日当時

における本件障害の状態については判断

できない。資料⑤によれば、請求人は、

○○県から平成○年○月○日付で、２級

の保健福祉手帳を交付されている。しか

しながら、本資料によって本件障害の状

態がいかなるものであるかを判断するこ

とはできない。

以上のように、上記の各資料によって

も、また、これら複数の資料を併せてみ

たとしても、障害認定日当時における本

件障害の状態がいかなるもので、それが

国年令別表に定める程度に該当するかど

うかを判断することはできない。

５　そうすると、現在提出されている診断

書などの資料によって、障害認定日にお

ける請求人の当該傷病による障害の状態

について公正に判断することはできない

のであるから、障害認定日を受給権発生

日とする障害基礎年金を支給しないとす

る原処分は妥当であり、取り消すことは

できず、本件再審査請求は理由がないの

で ､これを棄却することとし、主文のと

おり裁決する。
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